
 

貸出ダンプ制度の経過と今年度の方針について 

 

 

１ 経過（平成３１年第１回定例会時） 

 

 貸出ダンプ制度における、市民との協働事業について、今後、どうあるべきか抜本的な制度の見直し

も含め検討が必要であるため、１定での予算計上は見送り、３定での予算要求を行う。 

 

 

 

２ アンケート調査 

 貸出ダンプ制度における今後の制度設計の参考とすることを目的に、制度を利用している団体から問

題点と課題等を把握するため、本年４月にアンケート調査を実施した。 

 

○調査結果について 

 

 

 

 

 

・転回場の必要箇所数について、２箇所以上を利用したい人の割合が約４割（５２件／１４２件） 

 

・この制度は大変良いことなので、今後も制度を続けてほしい。（同様の意見４２件）※[自由記載欄] 

 

３ 基本的な考え方 

制度の見直しについては、今回のアンケート調査結果で現行制度の維持を求める意見を踏まえ、拙速

な制度変更により混乱を招かない様、雪対策基本計画策定に関わる懇話会、分科会等や市民の皆さんの

意見を聞きながら、引き続き検討したい。今後の予定としては、当該計画策定後（令和２年６月予定）、

制度設計を開始し、令和３年度の見直しに向けて作業を進めたい。 

 

４ 今年度の方針 

現行制度の問題点の解決に向けた変更点 

今年度については、大きな見直し・変更は行わないが、「転回場」について下記のとおり、変更を行う。 

 問 題 点 変 更 点 

①  
道路上のみで作業を行うなど、転回場が不要と見

受けられる箇所がある。 

道路幅員が８ｍ以内に制限する。（道路幅員８ｍ

を超える場合、転回場の申請は対象外） 

 

②  

転回場の規模について、現行制度は作業に必要な

最小限の範囲となっているが、明確な制限がない

ため、過大な規模と見受けられる箇所がある。 

転回場の面積は、１００㎡程度（１０ｍ×１０

ｍ）までに制限する。 

 

③  
転回場の箇所数は、アンケート調査の回答で、約

４割から、複数個所の要望がある。 

申請延長が２００ｍを超える場合、最大２箇所

まで（ただし、２００ｍ区間ごとに１箇所とす

る）に緩和する。 

 

              調査数    回答数    回収率 

平成３０年度利用団体数  ２４２団体  １６０団体  ６６．１％ 


